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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第34期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第33期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 4,585 3,536 19,846

経常損益（百万円） △33 △693 1,649

四半期（当期）純損益（百万円） △75 △579 1,213

純資産額（百万円） 27,736 28,411 28,063

総資産額（百万円） 36,088 35,991 35,533

１株当たり純資産額（円） 1,065.011,081.581,105.23

１株当たり四半期（当期）純損益金額（円） △2.93 △22.93 47.02

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － 46.88

自己資本比率（％） 76.4 75.9 78.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
287 1,248 1,248

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△550 667 △1,344

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△181 △178 △730

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 10,181 11,143 9,296

従業員数（人） 1,237 1,389 1,274

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

　　　　３．第33期第１四半期連結累計（会計）期間及び第34期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

(1) 当第１四半期連結会計期間における重要な関係会社の異動として、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社と

なりました。

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

エルミック・ウェス

コム㈱
 横浜市港北区 1,202,036千円　　

通信制御機器ハード

ウェアの製造・販

売、ソフトウェアの

開発・卸売

40.4 
 事務所の賃貸等

　兼任役員　２名 

　（注）１．上記子会社は、特定子会社に該当しております。

　　　　２．上記子会社は、有価証券報告書を提出しております。

　　　　３．提出会社の持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

　　　　４．上記子会社は、平成21年７月１日をもって社名を図研エルミック株式会社に変更しております。

　

(2) 提出会社の連結子会社であるシム・チームGmbHは、平成21年４月１日をもって社名をズケンE3GmbH（ZUKEN E3

GmbH）に変更しております。

　　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,389 （74）

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者　

　　　　を含んでおります。）であり、当第１四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しており

　　　　ます。

(2) 提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 518 （53）

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

　　　　当第１四半期会計期間の平均臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）は、単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメントの業績につき

ましては該当事項はありませんが、当第１四半期連結会計期間における品目別の業績につきましては、以下のとおり

です。

(1) 生産実績

　当社グループの売上高は、受注に基づくソフトウェア及びそれに付随するコンサルティングが主体であり、生産

高と極めて近似しております。従って、品目別生産実績については、有用性が乏しいとの判断から記載を省略して

おります。

(2) 受注状況

品目 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

基板設計ソリューション 539,866 33.5 589,576 71.0

回路設計・ＩＣソリューション 791,682 66.4 509,467 79.9

ＩＴソリューション 779,862 96.2 490,429 93.1

クライアントサービス 2,489,946 102.2 3,550,223 97.7

その他 1,000 7.6 3,400 31.8

合計 4,602,358 75.9 5,143,096 91.2

　（注）金額は販売価格によっており、消費税等を含んでおりません。

(3) 販売実績

品目 金額（千円） 前年同四半期比（％）

基板設計ソリューション 631,953 48.0

回路設計・ＩＣソリューション 642,462 60.0

ＩＴソリューション 541,625 108.5

クライアントサービス 1,719,709 101.4

その他 1,200 29.4

合計 3,536,951 77.1

　（注）上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成21年４月20日開催の取締役会において、当社のSoC事業部をエルミック・ウェスコム株式会社（以下、

「エルミック」といいます。）に会社分割により承継する決議を行い、平成21年４月20日に同社と吸収分割契約を締

結いたしました。

　会社分割の概要は次のとおりであります。

　

(1) 会社分割の目的

　当社は、昨年、組込システム市場での事業拡大のため、エルミックとの業務・資本提携を実施し、筆頭株主（持株

比率27.6％）となりました。

　当社のSoC事業部とエルミックのビジネスモデルは、組込機器開発で重要となるミドルウェアライブラリを豊富

に所有しているという点で近似しており、本会社分割により、両社のミドルウェアライブラリを組合わせ、動作を

保証した信頼性の高い商品を顧客に提供することが可能となります。また、当社所有のネットワークや画像配信

関係のライブラリとエルミック所有の通信プロトコルやセキュリティ関連のライブラリは相互に補完し合って、

これらをパッケージ販売することが可能です。

　さらに、当社のSoC事業部門が所有しているLSI開発技術を組み合わせることで、ソフトウェアからハードウェア

にわたる組込機器開発を、複合的にサポートできる体制となります。本会社分割により、より大きなビジネスシナ

ジーを発揮し、ビジネスの拡大と収益力の改善を見込んでおります。
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(2) 会社分割の形態

　当社を分割会社とし、エルミックを承継会社とする物的分割

　

(3) 会社分割効力発生日

  平成21年６月１日

　

(4) 分割に係る割当ての内容

　エルミックは、SoC事業部の対価として、当社に対してエルミックの普通株式1,047,490株を割当て交付しまし

た。当社に交付する普通株式のうち167,138株については、エルミックが保有する普通株式（自己株式）を充当し

ております。

　

(5) 分割に係る割当の内容の算定根拠等

　エルミック及び当社は、それぞれ独立した第三者算定機関から割当株式数の算定結果の提出を受けました。各社

は算定結果を参考に慎重に検討を行い、加えて、財務状況、業績予測及びエルミックの市場株価の動向等の要因を

総合的に勘案し、協議・交渉を重ねました。その結果、それぞれ上記の割当株式数は妥当であり、各社の株主の利

益に資するものであると判断し、平成21年４月20日に開催された各社の取締役会における決議を経て、同日吸収

分割契約を締結いたしました。

　

(6) 分割するSoC事業部の経営成績（平成21年３月期）

売上高　　　1,056,002千円

売上総利益　  554,948千円

営業利益　     51,890千円

　

(7) 分割する資産、負債の状況（平成21年５月31日現在）　

流動資産　　　124,694千円

固定資産　　　 36,429千円

流動負債　　　 16,182千円

　

(8) 承継会社の概要

会社名　　エルミック・ウェスコム株式会社

代表者　　代表取締役社長　安藤　貴三男

住　所　　横浜市港北区新横浜三丁目１番１号

資本金　　1,202,036千円

事業内容　通信制御機器ハードウェアの製造・販売、ソフトウェアの開発・卸売

業　績　　平成21年３月期

　　　　　売上高　　1,639,728千円　　　資産合計　　1,933,456千円

　　　　　経常損失　  259,617千円　　　負債合計　　　290,405千円

　　　　　当期純損失　437,995千円　　　純資産合計　1,643,051千円

　

(9) その他　

　効力発生日以降のエルミックの発行済株式総数（除く自己株式数）は6,284,944株となり、当社が保有するエル

ミック株式数は、既に保有している1,492,200株と合わせて2,539,690株となり、エルミックに対する当社の持分

比率は40.4％、議決権比率は40.4％となりました。また、取締役構成員数のうち当社出身の役職員が過半数となっ

ております。したがって、実質支配力基準に基づき、同社は当社の連結子会社となりました。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況　

　    ①連結業績

　　　当第１四半期連結会計期間の経済環境につきましては、世界的な景気低迷が続く中、一部に持ち直しの動きが見ら

れるものの、回復基調には至っておらず厳しい状況で推移いたしました。当社グループを取り巻く環境も、主要な

お客さまであるエレクトロニクス及び自動車関連製造業の設備投資が依然として抑制傾向にあり、厳しい状況が

続いております。

　　　このような中にあって、当第１四半期連結会計期間の売上高は、35億３千６百万円（前年同期比22.9％減）と前年

同期を大きく下回る結果となりました。これは、設計・製造プロセス全体のインフラを提供するＩＴソリュー

ションやクライアントサービスについては前年同期を若干上回ったものの、基板設計ソリューション及び回路設

計・ＩＣソリューションの売上高が、景気低迷の影響を大きく受け、前年同期を下回ったことによるものです。

　　　利益面につきましては、徹底した経費削減に努めてまいりましたが、売上高の減少により、経常損失６億９千３百

万円（前年同期　経常損失３千３百万円）、四半期純損失５億７千９百万円（前年同期　四半期純損失７千５百万

円）となりました。

　　　なお、当第１四半期連結会計期間にエルミック・ウェスコム株式会社が新たに当社の連結子会社となりましたが、

当第１四半期連結会計期間末日（平成21年６月30日）がみなし取得日となるため、当第１四半期連結会計期間の

連結業績への反映は、従来どおり持分法を適用しております。

　 

　　　②セグメントの業績

　当社グループはエレクトロニクス産業の設計から製造までのプロセスにかかわるソリューションの研究開発・

製造・販売及びこれらに附帯するクライアントサービス業務の単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメント

の業績につきましては該当事項はありませんが、品目別売上高につきましては、「１．生産、受注及び販売の状況

（３）販売実績」に記載のとおりであります。

　また、所在地別セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

　（日本）

　国内は、極めて厳しい経済環境の中で、エレクトロニクス及び自動車関連製造業の設備投資が大幅に減少し

たことから、売上高は26億２千１百万円（前年同期比　21.7％減）となり、営業損失は４億７千１百万円（前

年同期　営業損失４千５百万円）となりました。

　（欧州）

　欧州は、主にドイツにおいて売上が減少したことにより、売上高は８億２千６百万円（前年同期比　30.1％

減）となり、営業損失は１億１千４百万円（前年同期　営業損失４千５百万円）となりました。

　（その他）

　米国での売上増加により、売上高は３億２千９百万円（前年同期比　1.1％増）となりましたが、アジア地域

での営業利益が減少したことから、営業損失は１千７百万円（前年同期　営業損失１千４百万円）となりま

した。

　　　　 

　　(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ18億４千６百万円増加し、111億４千３百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果得られた資金は、12億４千８百万円（前年同期比９億６千１百万円増）となりました。こ

れは主に税金等調整前四半期純損失の計上６億９千２百万円と売上債権の減少19億５千２百万円、法人税等

の支払額２億７千７百万円との差引合計によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、６億６千７百万円（前年同期は５億５千万円の支出）となりました。主な

内訳は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入６億３千万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は、１億７千８百万円（前年同期比２百万円減）となりました。これは主に

配当金の支払いによるものであります。
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　　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　　(4) 研究開発活動

　　　　　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は８億４千９百万円であります。

　　      なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

　　(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結会計期間末における当社グループの資金（連結キャッシュ・フロー計算書の「現金及び現金

同等物」）残高は、前連結会計年度末より18億４千６百万円増加し、111億４千３百万円となりました。

　将来の事業活動に必要な運転資金及び設備投資資金につきましては、営業活動により得られた資金及び内部資

金より調達しております。

　当社グループの資金につきましては、信用リスク、金利等を考慮し、安全性を第一と考え、元本割れの可能性が極

めて低いと思われる金融商品で運用しております。

　

　　(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループは、設計・製造の効率化という課題の解決に向けたソリューションビジネスを展開しております。

エレクトロニクス及び自動車関連製造業を主要な市場とするほか、３次元メカニカル設計との協調など新たな市

場、技術領域への取り組みを積極的に展開し、事業領域のさらなる拡大を図っております。そのため、各種ソ

リューションの開発・強化の進捗やその品質・信用性の向上、エレクトロニクス及び自動車関連製造業における

設備投資の動向、さらには有力企業や関連会社との良好な協業・連携の維持といった要因が経営成績に重要な影

響を与えるものと思われます。

 

　　(7) 今後の見通し

　経済環境につきましては、世界的な景気低迷が続く中、景気は引き続き厳しい状況で推移していくものと思われ

ます。

　このような厳しい状況におきましても、当社グループは、引き続きお客さまへの提案活動の強化、新たな市場へ

の進出、新製品の開発などに積極的に取り組んでまいります。これにより、収益を確保し、将来に向けた持続的な

成長を可能とする体制を築いてまいります。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,525,700

計 86,525,700

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成21年８月６日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式     27,903,669 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数 100株 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

計     27,903,669 同左 － －

　

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日　
－ 27,903,669 － 10,117,065 － 8,657,753

(5)【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,647,900 －

単元株式数 100株　

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,229,200 252,292 同　上

単元未満株式 普通株式 26,569 － －　

発行済株式総数 27,903,669 － －

総株主の議決権 － 252,292 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９個）含まれており

ます。

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社　図研
横浜市都筑区荏田東

２丁目25番１号
2,647,900 － 2,647,900 9.48

計 － 2,647,900 － 2,647,900 9.48

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円） 650 649 833

最低（円） 594 605 644

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第

１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ

監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,992,829 4,116,643

受取手形及び売掛金 2,753,010 4,474,419

有価証券 15,216,753 14,333,010

商品及び製品 46,761 23,323

仕掛品 88,141 122,504

原材料及び貯蔵品 134,297 107,535

その他 1,366,771 1,135,888

貸倒引当金 △41,342 △39,385

流動資産合計 24,557,222 24,273,938

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 3,743,833

※1
 3,730,588

土地 3,055,518 3,009,559

その他（純額） ※1
 401,733

※1
 402,560

有形固定資産合計 7,201,085 7,142,708

無形固定資産

のれん ※2
 642,179 924,251

その他 557,649 512,835

無形固定資産合計 1,199,828 1,437,087

投資その他の資産 ※3
 3,033,863

※3
 2,680,088

固定資産合計 11,434,776 11,259,884

資産合計 35,991,999 35,533,823
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 369,142 372,939

未払法人税等 51,629 312,773

賞与引当金 375,562 742,624

役員賞与引当金 － 15,000

その他 3,996,908 3,349,398

流動負債合計 4,793,242 4,792,736

固定負債

退職給付引当金 2,607,127 2,533,628

その他 179,793 144,302

固定負債合計 2,786,920 2,677,931

負債合計 7,580,163 7,470,667

純資産の部

株主資本

資本金 10,117,065 10,117,065

資本剰余金 8,657,753 8,657,753

利益剰余金 11,632,322 12,388,124

自己株式 △2,899,022 △2,898,859

株主資本合計 27,508,118 28,264,084

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 25,127 3,491

為替換算調整勘定 △217,564 △354,197

評価・換算差額等合計 △192,437 △350,706

少数株主持分 1,096,154 149,777

純資産合計 28,411,835 28,063,155

負債純資産合計 35,991,999 35,533,823
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 4,585,884 3,536,951

売上原価 1,093,045 840,307

売上総利益 3,492,839 2,696,643

販売費及び一般管理費 ※1
 3,595,803

※1
 3,291,483

営業損失（△） △102,963 △594,839

営業外収益

受取利息 24,145 10,376

為替差益 37,878 －

受取賃貸料 － 8,282

その他 37,471 8,271

営業外収益合計 99,495 26,930

営業外費用

為替差損 － 67,288

持分法による投資損失 27,540 56,105

その他 2,034 2,171

営業外費用合計 29,574 125,565

経常損失（△） △33,043 △693,474

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,190

事業譲渡益 ※2
 39,215 －

その他 20,548 －

特別利益合計 59,763 1,190

特別損失

投資有価証券評価損 72,837 －

特別損失合計 72,837 －

税金等調整前四半期純損失（△） △46,117 △692,284

法人税、住民税及び事業税 35,858 11,887

法人税等調整額 1,199 △111,309

法人税等合計 37,057 △99,421

少数株主損失（△） △7,426 △13,849

四半期純損失（△） △75,748 △579,012
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △46,117 △692,284

減価償却費 131,297 141,439

持分法による投資損益（△は益） 27,540 56,105

事業譲渡損益（△は益） △39,215 －

投資有価証券評価損益（△は益） 72,837 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,046,715 1,952,459

仕入債務の増減額（△は減少） △1,089,953 △86,763

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,059 △16,845

その他 △34,671 154,171

小計 1,080,493 1,508,281

利息及び配当金の受取額 39,108 18,008

利息の支払額 － △59

法人税等の支払額 △831,757 △277,331

営業活動によるキャッシュ・フロー 287,844 1,248,899

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △41,228 160,101

有形固定資産の取得による支出 △65,418 △28,068

無形固定資産の取得による支出 － △46,688

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 630,371

連結の範囲の変更を伴う子会社持分の取得によ
る支出

△75,539 －

連結の範囲の変更を伴う子会社持分の取得に対
する前期未払い分の支払による支出

－ △53,028

関係会社株式の取得による支出 △378,821 －

事業譲渡による収入 18,608 －

その他 △7,877 5,067

投資活動によるキャッシュ・フロー △550,277 667,754

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △181,262 △176,789

その他 △159 △2,001

財務活動によるキャッシュ・フロー △181,422 △178,791

現金及び現金同等物に係る換算差額 85,900 109,070

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △357,955 1,846,934

現金及び現金同等物の期首残高 10,539,849 9,296,283

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,181,894

※
 11,143,217
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更
　　持分法適用会社でありましたエルミック・ウェスコム㈱は、実質支配力
基準に基づき、当第１四半期連結会計期間末より、連結の範囲に含めて
おります。
    なお、エルミック・ウェスコム㈱は、平成21年７月１日をもって社名
を図研エルミック㈱に変更しております。
    また、シム・チームGmbHは、平成21年４月１日をもって社名をズケン
E3GmbH（ZUKEN E3 GmbH）に変更しております。
　（会計方針の変更）
　　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及び関
連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22
号　平成20年５月13日）を適用しております。
　　なお、これによる損益に与える影響はありません。
(2) 変更後の連結子会社の数
　　19社

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用関連会社

　 ①　持分法適用関連会社の変更

　　持分法適用会社でありましたエルミック・ウェスコム㈱は、実質支配力
基準に基づき、当第１四半期連結会計期間末より、持分法の適用範囲か
ら除外しております。

　 ②　変更後の持分法適用関連会社の数

　　１社

３．会計処理基準に関する事項の変更 　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
　　当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業
会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適
用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半
期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を適用しております。
　　なお、これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前第１四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「貯蔵品」は、当第１四半期連結会計期間より「原材料及び貯蔵品」に含めて表示しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「貯蔵品」は、10,409千円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

１．営業外収益の「その他」に含めておりました「受取賃貸料」は、当第１四半期連結累計期間において、営業外収

益総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。

　　なお、前第１四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は、12,195千円であります。

２．特別利益の「その他」に含めておりました「貸倒引当金戻入額」は、当第１四半期連結累計期間において、特別

利益総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。

　　なお、前第１四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は、11,173千円であります。　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「無形固定資産の取得による支出」

は、当第１四半期連結累計期間において、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間に含まれる「無形固定資産の取得による支出」は、15,259千円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化が無いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、

前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方

法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、7,307,583千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、7,081,320千円で

あります。

※２　のれん及び負ののれんの表示

　　　のれん及び負ののれんは相殺して表示しております。

　　　なお、相殺前の金額は次のとおりです。　

のれん 893,353千円

負ののれん 251,173千円

純額 642,179千円

　２　　            ──────　 

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 29,230千円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 11,512千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりであります。

(1) 給料手当 1,064,036千円

(2) 賞与引当金繰入額 233,244千円

(3) 退職給付引当金繰入額 26,268千円

(4) 研究開発費 909,498千円

※２　事業譲渡益の内容

　連結子会社である図研ネットウエイブ株式会社の

ネットワーク・セキュリティ事業の一部を譲渡したこ

とによるものであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりであります。

(1) 給料手当 983,103千円

(2) 賞与引当金繰入額 201,691千円

(3) 退職給付引当金繰入額 43,672千円

(4) 研究開発費 849,286千円

　２　　            ──────
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 4,281,699

有価証券勘定に含まれる短期投資 6,526,517

預入期間が３か月を超える定期預金 △626,322

現金及び現金同等物 10,181,894

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 4,992,829

有価証券勘定に含まれる短期投資 6,512,601

預入期間が３か月を超える定期預金 △362,214

現金及び現金同等物 11,143,217

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  27,903,669株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,648,232株

　３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 176,789 ７  平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当社グループは、エレクトロニクス産業の設計から製造までのプロセスにかかわるソリューションの研究開

発・製造・販売及びこれらに附帯するクライアントサービス業務の単一事業を営んでおります。従いまして、

事業の種類別セグメント情報につきましては、該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 3,200,6671,066,492318,7254,585,884 － 4,585,884

(2) セグメント間の内部売上

高
146,692116,940 7,048 270,681(270,681) －

計 3,347,3591,183,432325,7744,856,566(270,681)4,585,884

営業利益（又は営業損失） (45,092)(45,592)(14,009)(104,694)1,730(102,963)

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 2,487,636728,921320,3933,536,951 － 3,536,951

(2) セグメント間の内部売上

高
133,67397,751 8,848 240,273(240,273) －

計 2,621,310826,672329,2413,777,224(240,273)3,536,951

営業利益（又は営業損失） (471,415)(114,757)(17,977)(604,150)9,310(594,839)

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

　(1) 欧州…英国・ドイツ・フランス

　(2) その他…米国・韓国・シンガポール・中国・台湾

３．会計処理の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間　

　　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。　　

　　なお、これにより欧州の営業損失は1,689千円減少しております。
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【海外売上高】

期別  欧州 その他 計

　前第１四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日）

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,060,242 433,416 1,493,659

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 4,585,884

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
23.1 9.5 32.6

期別  欧州 その他 計

　当第１四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日）

Ⅰ　海外売上高（千円） 719,065 363,007 1,082,073

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 3,536,951

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
20.3 10.3 30.6

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

  (1) 欧州…英国・ドイツ・フランス

  (2) その他…米国・韓国・シンガポール・中国・台湾

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

パーチェス法適用関係

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企

業の名称及び取得した議決権比率

(1) 被取得企業の名称

　  エルミック・ウェスコム株式会社

(2) 被取得企業の事業の内容

　  通信制御機器ハードウェアの製造・販売、ソフトウェアの開発・卸売

(3) 企業結合を行った主な理由

    組込システム市場での事業拡大と収益力の改善を図るため。

(4) 企業結合日

　  平成21年６月１日

(5) 企業結合の法的形式

　  会社分割の対価として交付された株式の引受による取得

(6) 結合後企業の名称

    エルミック・ウェスコム株式会社（平成21年７月１日をもって図研エルミック株式会社に変更しておりま

す。）

(7) 取得した議決権比率

　  従来の持分27.6％と合わせて40.4％となっております。

　

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成21年６月30日をみなし取得日としているため、平成21年４月１日から平成21年６月30日までの３ヶ月間

は、従来どおり持分法を適用しております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳　

　取得の対価

　会社分割により分割された資産及び負債 　144,941千円

取得に直接要した費用 　

　アドバイザリー費用等 　3,460千円

取得原価 　148,401千円

　　

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生した負ののれんの金額

　  251,173千円

(2) 発生原因

　  被取得企業に係る連結上の当社持分増加額と取得原価との差額により発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

　  ５年間の定額法で償却

　

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1) 資産の額及びその主な内訳

流動資産 　1,103,406千円

固定資産 　753,975千円

資産計 　1,857,382千円

(2) 負債の額及びその主な内訳

流動負債 　227,561千円

固定負債 　21,812千円

負債計 　249,374千円
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６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連

結損益計算書に及ぼす影響の概算額

売上高 　210,646千円

経常損失 　143,901千円

四半期純損失 　21,031千円

　なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,081.58円 １株当たり純資産額 1,105.23円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 2.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 22.93円

同左

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） 75,748 579,012

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 75,748 579,012

期中平均株式数（株） 25,894,618 25,255,547

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月７日

株式会社図研

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　哲也　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社図研の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月６日

株式会社図研

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　哲也　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社図研の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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